
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イレブンエクシード通信9月号 

経営理念 

～一人でも多くの幸せのために～ 

幸福は自分一人では感じにくいです。また、自分のためだけの幸福は本当の幸福とはいいにくい。誰かのため

に仕事をすること、誰かのために役に立つこと、誰かのためにやったことで感謝される、周りに感謝をする。 

それこそが幸福と実感する。充足感を感じることができる。そんな社会を目指していきたいです。 

 

私達の目的 

仕事を通じて一人でも多くの人々に安全で安心した生活を提供し、 

喜びに満ち溢れた幸福な社会を目指していきます。 

 

ご存じですか？ 

～業務用エアコンの点検義務～ 

今年も猛暑で皆様の事業所でもエアコンがフル稼働していることと思います。 

業務用エアコンに使用されているフロンガスは大気に放出されると地球の温暖化に 

影響を及ぼすと言われています。国はフロンガスを使用した機器の適切な使用のため 

「フロン排出抑制法」を制定し、事業者に対し「点検」「記録」「報告」が義務付けられています。 

＜対象となる事業者＞ 

冷媒としてフロン類が充填されている業務用エアコン・冷蔵・冷凍機器を使用している事業者 

圧縮機定格出力 

7.5KW未満の機器を 

保有している場合 

《事業者の義務》 

圧縮機定格出力 

7.5KW以上の機器を 

保有している場合 

簡易点検は事業者自身でも「点検」「記録」は可能ですが、定期点検は有資格者が行う点検が必要です。 

弊社では協力会社様と提携し、「フロン排出抑制法」に対応した空調保守点検のサービスを提供して 

おります。フロンの安全な管理はもちろん、定期的な点検により異常箇所の発見をすることで 

トラブルの未然防止にもつながります。また、保守契約をすることで故障時のスムーズな修理手配も 

可能になります。昨今の猛暑で事業の継続にはエアコンは欠かせないインフラ設備になっています。 

定期点検により、エアコンの稼働状況や劣化具合を把握することで、最適な時期に機器を更新する 

判断にも役立ちます。 

「事業所のエアコンの保守点検を検討したい」などご希望がございましたら、お気軽に弊社までご相談ください。 

3ヶ月に 1回以上、 

事業者自身で行う点検が必要 

簡易点検 

1年または 3年に 1回以上、 

有資格者にて行う点検が必要 

簡易点検＋定期点検 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がいのある人が安心して働けるように、企業が一定割合の障がい者を雇うことを義務づけた仕組みで 

厚生労働省が進めている国の制度です。 

 

「イレブンエクシード通信」は、弊社とお取引させていただいた方に 

送付させていただいております。 

ご不要の場合は、恐れ入りますが、ご一報ください。 

イレブン通信 

153号 

毎年 9月は障がい者雇用支援月間で、障がいのある人の雇用促進や職業的自立への理解と         

協力を広く社会に呼びかけるための啓発期間です。 

 

 

《知っておくとよい基本ポイント》 

企業は障がい者を一定割合以上雇う義務がある   

→「法定雇用率」と呼ばれ、民間企業は 2.7％（2026年 7月以降） 

対象となる障がい者   

→身体・知的・精神の障がい者手帳を持つ人が対象。 

差別をしてはいけない   

→採用や働き方で障がいを理由に不当な扱いをしてはいけない。 

合理的配慮が必要   

→働きやすくするための工夫（業務調整・設備改善など）を企業が行う義務がある。 

 

 《障がいのある人への支援》 

ハローワークの専門相談   

障がい特性に応じた職業相談・紹介を実施。 

ジョブコーチ（職場適応援助者）   

企業と本人の間に入り、働きやすい環境づくりを支援。 

障がい者就業・生活支援センター   

生活と仕事の両面をサポートする地域の相談窓口。 

《企業側の仕組み》 

法定雇用率を満たさない企業は納付金を支払う   

→不足 1人につき月 5万円 

（常用労働者 100人超の企業） 

達成している企業には調整金が支給される   

→超過 1人につき月 2万 9千円 

 

障がい者雇用は、障がいのある人も安心して働けるように、企業が一定割合の障がい者を雇い、 

差別をせず、必要な配慮を行うことを定めた国の制度です。働く機会を広げていき、誰もが地域で

自立して生活できる社会を目指していけるといいですね。 

 

目的 

・障がい者雇用への理解を深めること 

・障がいのある人が能力を発揮して働ける職場づくりを推進すること 

・事業主や国民の関心を高めること  

 
障がい者雇用月間は、障がいの有無に関わらず、一人ひとりが能力を生かして働ける会社

の実現を目指すための重要な取り組みです。 

障がい者雇用とは 

障がい者雇用支援月間とは 

 

 


